大阪府都市基盤施設維持管理技術審議会　第1回下水等設備部会　議事録（案）

日　時：平成２６年２月１０日（月）

場　所：大阪府東部流域下水道事務所　鴻池管理センター会議室
出席委員： 川合下水等設備部会長、鎌田委員、木元委員
議事次第：　1.あいさつ 2.全体検討部会の報告 3.都市基盤施設の現状及び検証について

【事務報告】　下水道等設備部会の委員総数４名のうち、委員３名の出席を確認。

委員半数以上の出席により、部会成立が確認された。

【議事１．あいさつ】　川合部会長から開会の挨拶があった。

【議事２．全体検討部会の報告】　事務局から全体検討部会における審議結果及び本日の審議事項について説明。
【議事３．都市基盤施設の現状及び検証について】　事務局から、以下の項目について説明。

①施設の現状（施設概要）、老朽化状況、②点検及びデータの蓄積状況、検証、③維持管理手法等の検証、④更新時期の見極めの検討、⑤維持管理業務における契約手法の現状と課題
· （鎌田委員）下水道施設の場合、通常は処理を行っており、水没しているため、多くが直接見ることができない状況であり、この見えていない構造物をどのように維持管理していくかが課題であると考えている。
下水管きょについて、テレビカメラによる内部を確認しているデータはどの程度（延長距離に対して）あるのか。そして、どのように分析し、維持管理に活用しているのか。

また、水槽の中はほとんど見ることができず、設備をメンテナンスするタイミングで水を抜き、空にしたときに見るというこであったが、下水処理場であるため、このような水槽を空にする回数を増やし、中の構造物を詳細に確認するということも現実に難しいと思われる。そのため、水槽の中を見ることができたときに、どのような方法で、どのようなデータを記録して、分析されているのかということが重要となる。そこで、空にして、水槽の中を見る機会は貴重な機会となることから、エキスパートな方、コンクリートであれば少なくとも複数のコンクリート診断士の方が確認し、データを残しているのか。もし、データを残していないのであれば、今後方針に活かしていく、といったことが必要かと考えている。
一方、大阪府では１４か所の水みらいセンターを管理しているということであり、この鴻池水みらいセンターが、建設後４０年程度経過していることで、ここで見られる損傷、劣化の状況は、その他の水みらいセンターと比較して、損傷、劣化のレベルとしてどの程度にあるのか。また、建設年次に２０年、３０年、４０年と分布があり、コンクリート構造物の劣化に対する環境が大阪府内の水みらいセンターであればどこでもだいたい同じであると考えると、年数によって劣化がどの程度進行するのかといったことが、だいたい予想がつく範囲内にあるのではないか。すなわち、１４か所の状況と建設年次（経過）で整理すると、コンクリート構造物がどのような形で劣化していくかという予測ができるのではないかということが考えられるが、そのようなことに取り組んでいるのかどうか。これら劣化の進捗状況を相対的に整理したときに、このような劣化と経過年数で関係が見られるのか、あるいは、もっと違う要件があり、劣化と年数では関係が見られないということであれば、それだけでは済まないため、もう少しほかの努力も必要かと思う。この点についてはどうか。
→（事務局）今のご質問に対しまして、現在わかる範囲ですが、ご回答いたします。

管きょについてですが、延長が５５８ｋｍのうち一部、水没しているため見えない箇所があるが、流域下水道の場合、管径が大きいため、だいたい人が入って調査をし、１０年に１回少なくとも詳細点検を実施しています。そのため、少なくとも供用後、１回は詳細点検を既に実施していおります。また、管きょについては、下水道協会あるいは国土交通省からどのような点で点検をすれば良いのかということが示されているため、年度、場所、人によるバラつきはないものと思っています。
一方、処理場（水みらいセンター）の水槽などの躯体については、常に水没をしております。見れるチャンスは、設備を総点検するとき、すなわち、水槽を空にするときしかないのですが、現状、残念ながら、その機会に土木を主眼においた点検を実施しているかについては、実施しておりません。設備の総点検のときに、ついでに土木の担当者が見つけられればという状況です。もし、腐食などが見つけられ、詳細な調査が必要となった際には、コンサルタント会社へ委託し、詳細点検を実施するということにしています。このコンサルタント会社へ発注する際に、求められる技術資格については、技術士とかコンクリート診断士、ＲＣＣＭであったり、いろいろと資格がありますが、この資格（ご指摘の“コンクリート診断士”）を必ずしも義務付けていない状況です。
また、どのような項目について調査しているのかということについては、下水道協会が発行している維持管理指針であったり、下水道事業団が発行している防食指針などを参考としている程度であり、きっちりとこれを調べようと決まっていないことが課題と考えており、各施設間での比較をしたことはないのですが、場所によっては、調査項目、頻度、レベルが異なっていると思われます。

建設年次と１４水みらいセンターにおける劣化の相関関係につきましては、まだ、詳細なところは調べてはおりませんが、今後、そういう相関関係を調べることにより、傾向が知り得ると認識しているところです。

· （鎌田委員）水槽の中におけるクリアな写真は残っていないのですか。

→（事務局）資料にありますように、設備の総点検における写真があるのみです。詳細点検を行った際のものは当然残っていますが、それ（詳細点検）より前、設備の総点検時において、土木に注目して写真撮影を行ったものはなく、設備点検として撮っているものだけです。

· （鎌田委員）どこもかしこもという訳にはいかないとしても、コンクリート面の状態を、場所を特定した形でいくつか記録を残しておけば、次に水槽を空にした際に、きちっと写した写真と比較することで、何が起こっているのかという貴重なデータになり得ると思いますので、こういうことも考えていただければと思います。
· （川合部会長）今、鎌田委員が指摘されたのは、そのとき見て、どうだったというだけではなく、横並びにデータを比較して、今後どうなるのかということにデータを使いたいということですね。そういう意味で、データがあったとしても、それが使えない状況になっているものとか、もう少し有効利用すればより予測も含めて、使えるデータがある可能性がありますから、そういったことも本部会の中で作り直していくということでいいと思います。

· （木元委員）管きょに関して、内側からの点検を行っていると説明がありましたが、劣化している可能性がある箇所については、道路陥没という意味では、上側から探査したりといった点検は行っていないでしょうか。
· →（事務局）外観からの点検につきましては、年に１回程度となりますが、路上から管きょのマンホール部を見まして、マンホールの前後が不自然な陥没、路面の変形がないかということを確認しております。

· （木元委員）流域の管きょに関して、それほどは陥没に至らないということについて認識しているのだが、例えば、流域の管きょとの接続部である、開削管きょとの接続部とか特に問題が起こっているということはないのか。
→（事務局）今のところは起こってはいないですが、流域下水道の接続部、例えば、公共下水道の接続部につきまして、浅いところがあります。公共下水道の点検は、当然公共下水道管理者が行いますが、流域下水道の点検時にそのようなことを発見し、それが流域管ではなく、公共下水道管が接続しているところで、不自然な路面の変状があるとなれば、公共下水道管理者へ連絡するということになります。

· （川合部会長）水門の点検において、点検者から出てくるレポートが紙ベースになっていることが気になっている。過去のものと比較しようとするときに、記憶のある人がいて、あのときあそこに有ったということでわかれば良いのだが、やはり、これから調べたいとなったときに、簡易に過去のものを参照できたり、比較できるような体制が取れているといいと思うのだが、何か検討されているということはあるのか。
→（事務局）紙ベースの点検データについてですが、全てにおいて継続性がないというものではなく、故障、不具合というものについては、その問題が解決するまでずっと、そのデータを報告書の中で蓄積している状況です。そのため、その不具合が改善されてはじめて、報告書から削除することにしており、報告書の中でデータの蓄積をしていることにしています。ただ、データそのものをどのように扱うのかという点については、我々も悩んでいるところであり、全てのデータを傾向管理として、取っていくとなるとマンパワーが必要となってきますし、今後の課題であると認識しています。その中で、今、突発的に故障が発生しては困る箇所については、傾向管理という形で、職員自身がデータを取り、委託業者へ提供し、業者がデータを整理して、再度、大阪府へデータを提出する体制で行っています。

· （川合部会長）鎌田委員からの指摘もありましたが、ある施設の管理をある人が行っていて、その設備がよくわかるということは、ひとつ重要なことであるのだが、ほかの設備で、同じような不具合があったときに、データがフィードバックできて、管理情報として使えるのであれば、非常に良いと思うのだが、連携したデータ管理というものは何か行っているのか。

→（事務局）その点についての対策は、現状できていない。そのため、事務所内で情報が収束しているこの状況について、我々のひとつの課題であると考えています。
· （鎌田委員）下水道施設の重点化指標に関して、伺いたいのですが、今はまだ検討段階であるとのことですが、発生確率と社会的影響度の関係の図を考える単位をどのように考えるのかを教えてほしい。施設単位というのは、どういう区切りなのか。資料では、右半分に管きょ、水槽等の躯体とあり、下部には、設備の発生確率と社会的影響度と記載されている。今日のこの会場である鴻池水みらいセンターで見た場合、汚水が流入してきて、沈殿池に入り、生物反応槽に送られ、再度、沈殿池に入るという流れになっている。また、その後も処理行程を経て、焼却処理に至ることになる。水みらいセンターは、施設とか設備がラインになっており、どこかひとつでも止まってしまうと、非常に困り、影響が出ることになると思われる。そうすると、このような重点化指標の図というものを、どのような単位で設定するべきかということが気になった。従って、水みらいセンターの何かの事故の発生確率と、センターがもたらす社会的影響度ということが、例えば、リスクとして求めることができるのであったとしたら、この水みらいセンターの中の総合的な施設、設備の総体としての健全度を求める指標を新たに設定しておかないと、どのように説明するのかということが問題となると感じられる。河川の場合、レーダーチャートのような総合診断ということで、５段階評価の情報がちゃんとあるけれども、それを水みらいセンター単位で描けていると、重点的にどこを補強するかなど、水みらいセンター総体としての優先順位の比較に利用できるようになると思えたのだが、どのようにこの重点化指標を設定していくべきものなのか。
→（事務局）重点化指標を設定する区分についてですが、管きょ、人孔、水槽等でひとつの区分、機械設備では、雨水ポンプ設備は影響度が高くひとつ、水を処理する機械、汚泥を処理する機械がありますので、その区分ごとに設定が必要と考えている。その中で、このマトリックスの項目を見ていく中で、分類も併せて検討していく必要があると考えており、適宜変えていきたいと考えています。今のところ、大まかな区分として、水処理、汚泥処理にわけて考えています。社会的影響度につきましても、種別ごとに変わってくる点もありますので、それを踏まえて決めていきたいと考えています。
下水でのひとつの行程で不具合があると、以後の施設全てに一律影響がある場合においては、影響度の度合いがひとつのラインとしてとらまえなければならないのですが、下水の場合、ひとつの行程で不具合が発生した場合において、以後の行程に直ちに影響を及ぼすようなことになっておりません。すなわち、最初沈殿池のひとつに不具合があったとしても、沈殿池後段部で共通水路としているため、大きく影響を及ぼすことなく、次の行程である生物反応槽へ進むことになるため、直ちに影響を受けない構造となっております。ただし、電気設備においては、残念ながら共通化しているところが多く、一か所に不具合が発生すると全般へ影響を及ぼす可能性が非常に高いことがあります。その影響度の範囲であるとかについては、今後、説明させていただきたいと思います。
· （鎌田委員）いろいろとバックアップ機能があるということで把握させていただきました。

· （川合部会長）今の点について、再度質問があります。もともとこの表は、下水施設である一定の予算があり、その予算をどのように配分するかに使用するものと思うのだが、項目ごとに分けてしまうと、既にその時点で分けてしまっており、全体としての重点化というかどこに予算を使用するかという判断には使用できなくなる。各々ポンプならポンプに使用するのであれば、重点化ということに言葉が馴染むのかということに疑問を感じる。例えば、ここが壊れると困るため、総予算のうちの例えば１割を使用するというものではないのか。施設全体のものを対象に、本来であれば表に落とし込み、その中で優先順位を付けるというのが主旨ですと思います。そのため、先に分けてしまうと、表の意味がなくなると思う。
→（事務局）失礼いたしました。先に分けることは本来の主旨と異なるため、部会長のご指摘のとおり、検討して参りたいと思います。

· （鎌田委員）資料にある下水道施設の維持管理手法の検証の中で、管きょの判定基準では、下水道協会から示されている物でＡＢＣの３段階評価になっている。これは設備の判定基準が５段階であることに比べると、大きな（ざっとした）区割りになっている。管きょの今の劣化の実情を踏まえるうえで、このＡＢＣという分け方は本当に合理的な補修あるいは更生の優先順位を決めるうえで有効であるのか？あるいは、ＢとＣとの間にもう一つ区分があった方が、今後どれから手を付けるのかを判断するときに良いかなど、実際はどうなのか。今の判定基準では、うまく分けらないなどの実情はないのか。
→（事務局）この基準は、国土交通省下水道部から出ている手引きを参考しているが、今現在、この基準を目安にして管理しているが、現場から困っているという声は出ていない。しかし、もしかすると、状況が多岐にわたっており、なかなかＡＢＣでは判定しにくいだとか、項目的にないものがあって判定しにくいとかが、もしかするとあるかもしれないので、大阪府がこの考え方をまとめる際には、国の示している手引きが、現場のニーズを全て満たしているのかについて、現場に聞いて、まとめて参りたいと考えております。

· （川合部会長）ＡＢＣの判定についてであるが、現状で困っていないということではあるが、人間が判定するものなので、見る人によってバラつきそうな気がする。また、例えば、一年前、二年前と比較するとしても、なかなか難しいように思われる。その辺りは、現状どうなのか。
→（事務局）手引きでは、概ね１００ｍ、２００ｍあるうちの何か所あって、それが何％以上あればＡ、何％以下あればＣという具合に分かれております。これまで何回か改訂がされており、なるべく個人の主観がないように判定できるように改定されているように思うのですが、これも先ほど同じように、このように記載されているけれども、人により判定が変わるというようなことがあれば、改訂していきたいと考えております。

· （鎌田委員）維持管理業務の契約制度の説明において、特命随意契約についての指摘があった。もともと、このようなメンテナンスの話しというのは、損傷した原因とか劣化の要因が複合的なものであったりするので、ある方法が本当にベストの方法かどうかということはなかなか説明も難しいところもあり、難易度も高い。したがって、メンテナンスにはもともと高度判断が不可欠であるとのアピールをするということで問題はないと思っています。大事なのはどう説明するかでしょう。メンテナンス分野での随契の適用は方向としては当然のものと思われ、また、場合によっては緊急性を求められることも多いでしょうから、そういったメーカーの技術を積極的に取り入れることは良いことと思っています。
（川部会長）私も鎌田委員の意見と同意見である。前に点検した会社と次に点検する会社が違ったときに、基準が違っていてもわからないですよね。あるいは、どういう所に重点的に点検したかについても、点検表が決まっているものとしても、最後は人間が行うものであることから、そこに継続性がある、責任もってやってもらうという意味でいうと、どこかできちっと随意契約でしてもらうことが良いかと思う。機械系でいうと、エレベータが以前に問題になったことがある。作ったメーカーとメンテナンス会社が違っていて、作ったメーカーの情報が、十分にメンテナンス会社へ行っていないと、その段階でどうメンテナンスして良いのかわからないなど、トラブルこともあるため、データということは共通的に長期管理型できる形態で、きちっと管理してもらうことが必要かと思う。

· （川合部会長）

以上で、本日の審議が終了しました。

３月末の幹事会において、今後の検討の方向性、次年度の計画策定に向けた重視すべき事項、検討事項、留意事項などについて中間報告をしなければなりません。今日、御指摘いただいた点について明らかに直していただかないといけない部分は、直していただいた上で、事務局は各委員のみなさまにお送りいただけますでしょうか。

→（鎌田委員、木元委員）了承

· （川合部会長）

また、１回だけの部会では、議論を尽くされていない部分もありますので、今回の説明や資料を確認して頂き、事務局へ、是非、ご意見やお気づきの点をメールで頂くという形で進めさせて頂きたいと思います。それでよろしいでしょうか。

→（鎌田委員、木元委員）了承

· （川合部会長）

そこで御意見を頂いた点についての修正については、私のほうで一度確認させていただいて、必要に応じてもう一度みなさまにお聞きするという手順を踏ませていただきたいと思いますのでよろしくお願いします。

今後、みなさまの意見を踏まえて、３月末の中間報告を取りまとめてきたいと考えておりますので、この件につきましては、部会長預かりとしてよろしいでしょうか。

→（鎌田委員、木元委員）了承

· （川合部会長）

2月24日に開催する第3回全体検討部会において、本部会の審議状況等のご報告を木元先生にお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。
→（木元委員）了承

· （川合部会長）

それでは、そのように対応させて頂きます。事務局の皆さんよろしくお願いします。

また、次年度のスケジュールについては、幹事会、全体検討部会で検討いただき、事務局から報告して頂くことになりますのでよろしくお願いします。

次年度からは、本格的な議論となりますので併せてよろしくお願いします。
以　上
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